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第16回 新潟医療福祉学会学術集会

ベトナム共和国ホンバン国際大学との大学
間締結による海外派遣授業の展開 
  
 
松井由美子 1)、塚本康子 1)、中山和美 1)、佐藤信枝 1) 
1)  新潟医療福祉大学 看護学科 
 
【背景・目的】N 大学では国際交流の指針としてアジア諸

国との交流促進が掲げられており、タイやフィリピンとの

交流が盛んに行われている。2013 年にはベトナムのホー

チミン市にあるホンバン国際大学からＮ大学看護学科と

の大学間国際交流締結の申し出があり 2016年に正式な学

術協定を結んだ。協定内容として「両大学間の単位の互換

性の検討」、「継続的な看護技術の提供」、「学生と教員の相

互交流」、「共同研究の実施」、「双方のデータの共有」が盛

り込まれた。本研究では第 1 回目の継続的な看護技術の提

供のための派遣授業の実施についてその経過と内容振り

返りを行ったので報告する。 
 
【方法】 優先順位の高い分野である小児看護学、基礎看

護学、母性看護学における提供可能な技術を選択し「海外

出張講義・演習科目」のシラバスを作成する。 
 ホンバン国際大学のニーズや意見を反映した内容とす

る。先方の大学と調整を行い、日程が確定次第、海外研修

を実施する。資料に関してはベトナム語への翻訳を依頼し、

講義・演習に関してはホンバン国際大学の日本語学科教員

の通訳を依頼し、協力のもと「海外出張講義・演習科目」

をホンバン国際大学看護学科の学生を対象に実践する。対

象学年については可能な学年を設定する。 
 
【結果】 
 実施日：2016 年 3 月 15 日（火）10:30～ 
 場所：ホンバン国際大学 看護学科講堂 
 講義対象者：ホンバン高裁大学看護学生 1～4 年 150 名 
 講義テーマ： 
 1．基礎看護学: 日本の感染予防対策 
   
 
 
 
 

 
  ベトナムの学生の手洗い     手洗いのチェック 

2．母性看護学：先天性股関節脱臼の予防 
 
 
 
 
 

 
    新生児の基本姿勢   おむつのかえ方実演  

3．小児看護学：子どものフィジカルアセスメント 
 
 
 
 

 
              
  子どもの全身観察    本学学生によるデモ 
 
【考察】基礎看護学の手洗いの演習は、ホンバン大学の学

生は非常に積極的に手を挙げて手洗いチェックの実践に

協力的に参加した。ベトナムでは感染管理は病院で最重要

課題であるが、感染管理のシステム化は進んでおらず、手

洗い法などが実践されているのみであった。 
股関節脱臼の予防に関しては質問が多く、ベトナムでも

先天性股関節脱臼は多いが、発見が遅いということであっ

た、その原因として日本のような健康診査の制度がないこ

とでよほど困ったことがなければ受診することがなく発

見されないことも多い。おむつは日本製と変わらず股おむ

つが一般的に使用され、後天性股関節脱臼の原因となる三

角おむつなどは使用されていないようであった。 
 子どものフィジカルアセスメントでは呼吸の聴診につ

いての質問があった。ベトナムでは体温測定は実施される

が、看護師が聴診を行うことはなく、バイタルサイン測定

では呼吸や心拍（脈拍）の数や性状も観察されていない。

酸素飽和度測定もまだ使用されていないようであった。 
ベトナムはバイク社会であり、排気ガスによる子どもの呼

吸器疾患も多く肺炎など死亡することが多い。今回の 3 つ

の授業は最も要望の高いテーマ設定なので、内容について

は非常に興味を持って教員・学生からの反応も良かった。 
 課題としては、日本語学科の先生に説明を同時通訳して

いただいたが、スライドのベトナム語版が間に合わず、少

し伝わりにくい部分があったことである。スライドを事前

に早く翻訳して準備する必要があると思われた。また、当

初は演習授業を予定では小規模クラスで行う計画であっ

たが小クラスの設定は難しいようであった。浅永ら 1）に

よるとベトナムの看護教育では実習の割合がそう時間の

半分以上を占め、小クラスの座学はあまり実施されていな

いようであった。今後も大クラスでの講義が予測される。 
 
【結論】 
1. 3 領域の各テーマは要望が高かっただけに積極的な

参加や質問も多く、学生の興味を引くものであった。 
2. 小クラスは設定が難しく大講義室での授業となった。 
 
【文献】 
1) 浅永恭子ら：ベトナムにおける看護教育の現状と看護
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を活用した分析～ 
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【背景・目的】我が国では 2011 年 3 月に発生した東日本

大震災をはじめ、地震災害が多発し、今後十数年以内に東

海地震や首都直下型地震等の大災害の発生も予測されて

いる。災害が発生し避難を必要とする場合は避難所が設置

される。避難所では、看護師や保健師、助産師などの看護

職が、避難者の健康維持等の支援を行っている。看護職者

の避難所活動についての報告は今までに数多くされてい

る。 
本研究は、今までの地震災害により設置された避難所での

看護職の活動内容を文献から明らかにすることと、災害看

護の今後の課題を明らかにすることである。 
 
【方法】2016 年 6 月に文献検索サービスの医中誌 Web
において、「地震」「避難所」「看護師」「活動」のキーワー

ドと、「避難所」「看護活動」のキーワードでそれぞれ文献

検索を行い、そのうち 5 件の文献を分析対象とした。その

中に記載されている看護職の避難所活動内容を、ヘンダー

ソン 6)の 14 項目(以下 H の 14 項目と記す) を用いて分析

した。 
 
【結果及び考察】取り上げた 5 つの文献から抽出された避

難所での看護職の活動内容を表にまとめた(表 1)。文献検

討を行った結果、災害の発生時期や季節によって注意すべ

き疾患や感染症は異なってくるため、季節に応じた対応を

していかなければならないことがわかった。また、取り上

げた全ての論文でＨの 14 項目のうちの「信仰」「生産・

活動」にあたる活動内容の記載はみられなかった。現代の

日本は様々な国の人々が住んでいることから、災害の急性

期・亜急性期であっても、信仰活動を必要としている人が

いるかもしれないということを踏まえ、今後そのような活

動にも配慮が必要である。「生産・活動」は、被災者が「役

割」をもって避難所生活を送ることで、健康を保持し、復

興に向けた再起につながるのではないかと考える。H の

14 項目以外に、全ての論文に多職種連携に関する記載が

あり、多職種や他機関との連携の必要性が示唆された。 
 
【結論】H の 14 項目のうち「信仰」「生産活動」につい

ての活動はなかった。H の 14 項目になかった「連携」が

追加された状況であった。 
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表1:活動内容 ～ヘンダーソンの14項目を活用して～

項目 文献1) 文献2) 文献3) 文献4) 文献5)

呼吸 咳嗽

飲食 食生活指導 飲水促進

排泄 尿カテ交換

姿勢 ラジオ体操

保持 の実行

睡眠

休息

衣類 保温

体温調節
衣類 選択 によ

る保温

扇風 機の 風の

対応

清潔
手洗い含嗽 ホッ トタ オル

の手配

環境の

危機

意思 心のケア 健康相談 健康相談 心のケア

レク 遊び場提供

学習
体を 動か す必

要性説明

受診 指導 、保

健指導

食中 毒知 識の

提供

医療 機関 の情

報提供

薬・ 手指 消毒

方法指導

連携 情報共有 広報作成 情報伝達 情報提供 情報交換

診察介助、内服薬

の手配、血圧測定

インフルエンザ対

策、健康状態把握

衛生環境の整備、

血圧測定、

バイタル測定 集団感染予防、健

康状態把握、

運動実施

報道 関係 者へ

の対応
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